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1．はじめに
　この四半世紀急速に進展したグローバリ
ゼーションを背景として、かつての先進国と
発展途上国という二分法的色分けは消滅し、
いわゆる「富の攻防」が展開している。経済
成長を国家政策の中核に据えた世界中の新興
工業国家群が、様々な優遇措置を講じて多国
籍企業(TNC)を始めとするグローバル企業を
誘致し、そのことを梃子とした自国の産業発
展を積極的に進めている。こうした状況を創
出した大きな要因は、アメリカ主導で展開さ
れた1990年代の情報通信産業の飛躍的発展に
ある。
　情報通信産業の特徴は、その製品アーキテ
クチャーが典型的なモジュラー型となってい
ることである。世界的規模でのデジタル・イ
ンフラを前提とした要素技術を活用してコア
部品を標準化し、このコア部品を中核に据え
汎用部品とで構成される様々なモジュール化
された製品が産業の特徴となっていった。し
かも、それらの製品は情報通信のソフトウェ
アと一体化し、そのソフトウェアに大きく依
存して機能性を発揮するものである。このた
め、製品のコモディティ化が進展し、従来の
完成品レベルの競争による先進国優位から、
新興工業国家群への生産シフトによる、いわ
ゆる「富の分散」が進展していった。現在、
このような動きは、情報通信産業に留まらず
多くの産業分野で進展している。
　こうした状況下にあって、近年、先進諸国
企業群並びに国家群の国際競争力回復を狙っ
た新たな主導的産業の模索のシンボルとし
て、「イノベーション」という用語が前にも増
して頻繁に用いられている。しかしながら、
そこでのイノベーションの考え方は極めて多
元的に捉えられ、安易なキャッチフレーズ的
使われ方から企業経営の根幹の変換を主張す
るものまで多様である。
　本稿は、上述の基本認識に従って、イノベー
ション概念そのものを改めて再考し、企業が
動態的な経営環境に適応し、持続的な競争優
位を創出しうる基礎的概念としてのイノベー
ション概念を考察することを目的としたもの
である。
2．原点としてのシュンペーター
2-1．新結合による新機軸の形成
　ローゼンバーグ（Rosenberg,N.,1982）の指
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摘を待つまでもなく1）、すべてのイノベーショ
ン概念のエッセンスはシュンペーターにあ
る。あまた引用されている「新結合」、「企業
者」、「創造的破壊」という3つの概念である。
　今井（2007）は、シュンペータ （ーSchumpeter, 
Joseph A.,1926）の現代的意義として以下の3
点を指摘している2）。
1. 「新結合」という明快かつ鋭い用語をもっ
て、技術革新を軸とする経済転換の諸相
に動態的に道筋をつけていること。
2. その新結合を遂行する経済主体としての
「企業家」の機能を明確にし、かつそれ
が指導者機能（リーダーシップ）と結び
ついたときに、創造的破壊ともいうべき
変革が起こることを解明していること。
3. 常に歴史的事実と理論との関係を考え、
巧みなレトリックを多用することに
よって、複雑な問題に関する自己のビ
ジョンを他者に伝達することに成功し
ていること。
　このような指摘は、シュンペーター（1926）
邦訳版の訳者のひとりである東畑による邦訳
書「訳者あとがき」での指摘でもみられる。
東畑は、シュムペーターの立場は、経済的範
疇の胎内から生まれている動因によって経済
自らが主導的に自らを変革していくとなす点
にある、として以下のように解説している3）。
　あらゆる経済活動が諸生産用役の結合に
あるとするならば、発展においては循環に
おけるとは異なる「新しい結合」が行われ
る。この新機軸（イノベーション）を実現
していくのが発展の核心である。…（中略）
…平均的な合理主義的経済人とは異なって
いる新しい類の経済人たる「企業者」の活
動こそが、発展現象の根本動因となるので
ある。その活動を含めて一切の過程を企業
者活動（Unternehmertum ; entrepreneurship）
と呼ぶのである。
　これらの指摘が示すように、シュンペー
ターは、企業者による内生的活動である諸生
産用役の新結合によって生まれる新機軸の実
現こそが発展をもたらす、という動態的変化
の重要性を提示した。ここでいう変化とは、
「経済体系の内部から生ずるものであり、そ
れはその体系の均衡点を動かすものであっ
て、しかも新しい均衡点は古い均衡点からの
微分的な歩みによっては到達しえないような
ものである」4）。また、「生産をするというこ
とは、われわれの利用しうるいろいろな物や
力を結合することである。生産物および生産
方法の変更とは、これらの物や力の結合を変
更することである。…（中略）…新結合が
非連続的にのみ現われることができ、また
事実そのように現われる限り、発展に特有
な現象が成立する」5）として、新結合の遂行
（Durchsetzung neuer Kombinationen）こそが発
展をもたらすと主張する。
　この新結合の遂行については以下の5つの
類型を挙げている6）ことは周知である。
①新しい財貨、すなわち消費者の間でまだ
知られていない財貨、あるいは新しい品
質の財貨の生産。
②新しい生産方法、すなわち当該産業部門
において実際上未知な生産方法の導入。
これはけっして科学的に新しい発見に基
づく必要はなく、また商品の商業的取扱
いに関する新しい方法をも含んでいる。
③新しい販路の開拓、すなわち当該国の当
該産業部門が従来参加していなかった市
場の開拓。ただしこの市場が既存のもの
であるかどうかは問わない。
④原料あるいは半製品の新しい供給源の獲
得。この場合においても、この供給源が
既存のものであるか――単に見逃されて
1） ローゼンバーグ(1982)は，経済学では与件とし
てしか扱われない技術(technology)を経済発展の
重要な要素として取り込んだ先駆的研究者とし
てシュンペーター，クズネッツ(Kuznets,Simon 
S.,)，マルクス(Marx,Karl)の3名を高く評価して
いるが，とりわけシュンペーターの技術的イノ
ベーションの概念は普遍的なものであるという
考えを示している。
2） 周知のように，創造的破壊という用語は，シュ
ンペーター (1926)では用いられておらず，今井
はシュンペーター (1942)との包括的把握で述べ
ている。今井(2008)を参照されたい。
3） シュンペーター (1926)，訳書，下巻p.271．
4） 訳書，上巻p.180.
5） 同p.182.
6） 同pp.182-183.
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いたのか、その獲得が不可能とみなされ
ていたのかを問わず――あるいははじめ
てつくり出されねばならないかは問わな
い。
⑤新しい組織の実現、すなわち独占的地位
（たとえばトラスト化による）の形成あ
るいは独占の打破。
　そして、このような新結合の遂行にとって
重要な点として2点を強調している7）。第一に、
新結合を具現する企業や生産工場などは、単
に旧いものにとって代わるのではなく、これ
と並んで現われること。第二に、新結合の遂
行およびそれを具体化するものの成立は、原
則として決して利用されていない生産手段を
結合して行われるものではないこと。
　新結合に関してこの2つの強調点が意味す
る意義は大きい。すなわち、新機軸の形成（＝
イノベーション）をもたらす新結合は8）、現
行の活動のなかから生まれ、現行の活動と同
時進行していくものである、ということであ
る。この現行活動中の組織内の内生的要因と
して、しかも現行活動との非連続性として捉
えられる新機軸の形成をもたらす新結合こそ
が、既存の構造を揺り動かし、「創造」の過程
を始動させ、新結合が旧結合を破壊するとい
う過程を登場させる9）、という「創造的破壊」
を伴う“イノベーション”に他ならない。だ
からこそ、新結合遂行の担い手である企業者
が重要となってくるのである。ただし、シュ
ンペーターのいう企業者については若干の整
理が必要である。
2-2．遂行者としての企業者
　シュンペーターが経済発展の本来的根本現
象と名づけた「企業者機能とその担当者であ
る経済主体の行動との本質」10）とは、以下の
ように定義付けされている11）。
　われわれが企業（Unternehmung）と呼ぶも
のは、新結合の遂行およびそれを経営体な
どに具現化したもののことであり、企業者
（Unternehmer）と呼ぶものは、新結合の遂行
をみずからの機能とし、その遂行に当って
能動的要素となるような経済主体のことであ
る。
　上述のことを極めて雑把な表現をすれば、
イノベーションが起こせない企業は企業とは
言えず、イノベーションを積極的に興すこと
を自らの職務としない者は企業者とは呼べな
い、ということであろう。シュンペーターは、
静態理論では企業者は利潤も得なければ損失
も蒙らなく、そこでは何ら特殊な機能ももた
ず、それゆえこうした経営管理者には企業者
という言葉を使わない12）、と述べ、更に、「だ
れでも『新結合を遂行する』場合にのみ基本
的に企業者であって、したがって彼が一度創
造された企業を単に循環的に経営していくよ
うになると、企業者としての性格を喪失する
のである」13）と述べている。今井（2007）は、
この点に企業者活動の特徴を他の活動から区
別し、これを特殊な現象と考えるべき本質的
な理由がある、と指摘し、それまでの慣行を
破り、経済問題の場合に特に激しい革新への
抵抗を押し切り、与件自体を変えてゆく動的
な企業家像を明らかにした14）、と述べ、既述
のように、それが指導者機能（リーダーシッ
プ）と結びついたときに、創造的破壊とも
いうべき変革が起こると主張しているのであ
る。
　塩野谷（1995）もまたシュンペーター
（1926）の最も光彩を放っているのは企業者
像の叙述であると主張している15）。塩野谷
は、シュンペーターの企業者概念は特定の
人間や階級を指すのではなく、企業者精神
（entrepreneurship）、あるいは一般的に言えば
7） 訳書，上巻pp.183-187.
8） 周知のように，シュンペーター (1926)ではイノ
ベーションという言葉は使われていない。しか
し，塩野谷(1995)によれば，そこではイノベー
ションと同義として「新結合の遂行」という言
葉が使われている，と述べている（p.197及び
p.392）。
9） 今井(2008)，p.10.
10） 前掲訳書，上巻p.198.
11） 同pp.198-199.
12） 同p.202.
13） 同p.207.
14） 今井(2007)，連載第5回「企業家と指導者」。なお，
今井(2007，2008)はシュンペーターの企業者を
企業家＝アントレプレナーと表現している。
15） 塩野谷(1995)，pp.201-211.
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指導者精神（leadership）という機能を指して
いるとして、動態的人間である企業者の行う
活動として、「現存する可能性を新しく組み替
えることが指導者活動である」16）、と述べて
いる。
　しかし、既に述べたように、現行活動中の
組織内の内生的要因として、しかも現行活動
との非連続性として捉えられる新機軸の形成
をもたらす新結合の中核的遂行者である企業
者について、塩野谷は、「企業者は経済領域に
属するという意味では内生的要因といってよ
いけれども、それ以上に経済の領域において
遡ることのできない究極的な要因であるとい
う意味では、外生的要因といわなければなら
ない。企業者はいわば経済体系内部における
外生的要因である」17）、と述べたうえで、シュ
ンペーターが「内部からの経済発展」を明ら
かにするために究極的に到達した企業者概念
は、シュンペーター特有のレトリックから離
れていえば、外生的要因である18）、と主張し
ている。この点からして、米倉（2001、一橋
大学イノベーション研究センター）の「発展
のメカニズムだけにあえて企業者を登用する
という自己矛盾をおかしていた」19）という指
摘は正鵠を射たものである。
　しかしながら、シュンペーターの提示した
新結合の遂行者である企業者という概念の意
義は、以下の伊東／根井（1993）の叙述に的
確に示されている20）。
　留意しなければならないのは、シュン
ペーターが新しい可能性に対してのみ特殊
な指導者類型が出現すると主張しているこ
とである。しかも、経済の分野における指
導者としての企業者自身は、新しい可能性
を「発見」したり「創造」したりする必要
はない。新しい可能性はいつでも存在して
いるのだが、指導者機能とは、「これらのも
のを生きたもの、実在的なものにし、これ
を遂行すること」であるという。そして、
指導者機能を特徴づけるものとして、シュ
ンペーターは、「まず事物を見る特殊な方
法」、「ひとりで衆に先んじて進み、不確定
なことや抵抗のあることを反対理由と感じ
ない能力」、「権威」・「圧力」「人を服従させ
る力」といった言葉で表わすことのできる
他人への影響力などを挙げるのである。こ
こでも、企業者を単なる経営管理者から明
確に区別するというシュンペーターの立場
が一貫しているのが分かるであろう。
　多くの先行研究が、シュンペーターの提示
した企業者概念の論理的矛盾を認めつつもそ
の意義を強調するのは、現在活動中の組織内
から、従来の視点に囚われない新しい視点を
もって、旧来的機軸に代わる新たな機軸を率
先して創り出そうとする「新結合の遂行者」
という発展にとって不可欠な存在をシュン
ペーターが提示したからである。既存の生産
手段の効率的な「結合」によって「循環的」
経営を行う単なる経営管理者でなく、新たな
効率的な結合を生み出す非連続的な「新結合」
を導く人間の重要性を「企業者」という特殊
な存在として位置づけたことの意義は極めて
大きい21）。つまり、「シュンペーターが意図し
ていた企業家像は均衡破壊の先駆的イノベー
ションの遂行者」22）であるという理解である。
　これまでみてきたように、シュンペーター
が提示した新結合という概念とその遂行者と
しての企業者概念、そして新結合を遂行する
ことによって生じる創造的な破壊という概念
16） 塩野谷(1995)，p.205.
17） 同書，p.205.
18） 塩野谷はこの主張の根拠として，シュンペー
ター (1926)の以下の叙述を引用している。「二つ
の現象の間に一定の因果関係を見出すことに成
功した場合，この因果関係において『原因』の
役割を演ずる現象がもはや経済現象でない場合
には，われわれの任務は果たされたのである。
…（中略）これに反して，この『原因』自体が
さらに経済的性質のものであるならば，われわ
れはさらに非経済的原因に到達するまで説明
の努力を続けなければならない。」（訳書，上巻
p.28.）
19） 一橋大学イノベーション研究センター (2001)，
p.56.
20） 伊東／根井(1993)，p.135.
21） 経営史の観点からこうした「企業者」の優れた
考察を行っている米倉(1999，2011)を参照され
たい。また，今井(2008)のアントレプレナーに
関する見解も参照とされたい(同書，pp.29-33.)。
22） 一橋大学イノベーション研究センター，前掲書，
p.56.
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は、「依然としてわれわれが立脚しうる土台で
あり」23）、創造的破壊プロセスを伴う新結合
の遂行というイノベーションの基本的な捉え
方はしっかりと認識されなければならない。
さらに、そのイノベーションの遂行者として
の企業家の存在が不可欠であることも基本と
して捉えられねばならない。こうした基本の
うえに立って、企業者の強力なリーダーシッ
プのもとでの新結合遂行のプロセスについて
検討する必要がある。
　しかしながら、この新結合遂行のプロセス
に関しては、多くの先行研究が新たな科学的
発見や技術開発に焦点を当て、それとの連動
によってもたらされる新たな製品開発とその
商品化のプロセスを論じている。それはシュ
ンペーターの提示した新結合の5つの類型の
一部でしかない。だが、科学や技術の発展が
もたらす社会の変化、そのコンテクストのな
かで生まれてくる企業活動や生活・生活様式
の変化・変質という視点に立てば、技術発展
を新結合遂行のプロセスの中核に据えること
は当然かもしれない。この点からして、企業
者を“Innovator”として「技術変化」の観点
から実践論を展開しているクリステンセン
（Christensen, Clayton M.）はひとつの有益な
示唆を提供している。
3．破壊的イノベーション；
クリステンセンの概念装置
3-1．持続的技術変化と破壊的技術変化
クリステンセン（2000）が提示したのは、「破
壊的イノベーションの法則」と自らが名付け
た概念装置である。イノベーションの成功と
失敗についての調査、分析を通じて、認知さ
れている優良経営の原則に従う場合と他の原
則に適する場合とを判断するための法則であ
るとする。経営者は、破壊的イノベーション
の法則を理解し、それと調和するように経営
努力を行えば、最も難しいイノベーションを
導けるという主張である。
　クリステンセンが定義する「技術」は、組
織が労働力、資本、原材料、情報を、価値の
高い製品やサービスに変えるプロセスとして
おり、エンジニアリングと製造に止まらず、
マーケティング、投資、マネジメントなどの
プロセスも包括するものである、と主張して
いる。そして、「イノベーション」とは、これ
らの技術の変化を意味する、と定義づけてい
る。24）
　このクリステンセンによるイノベーション
の捉え方は、さきに引いたシュンペーターの
5つの新結合の類型を「技術（technology）の
活かし型」という視点で再構築したものであ
る。それは、経営者が、技術変化をマネジメ
ント・プロセス、マーケティング・プロセス、
投資プロセス等にどのように有機的に組み込
んでいくかが、イノベーションとして新たな
成長や競争優位の創出の鍵を握っており、と
りわけ優良企業といわれた企業の経営上の失
敗の検証を通じて得られる含意であるとい
う、クリステンセンの基本的な問題意識に他
ならないからである。そのことは、シュン
ペーターの主張した企業者による新結合の遂
行と同一線上に位置づけられるものである。
こうしたクリステンセンの考え方が、「持続的
技術(sustaining technologies)」と「破壊的技術
(disruptive technologies)」という概念装置とし
て登場するのである。25）
　「持続的技術」とは、製品の性能を高める
ものであり、新技術のほとんどを占める。あ
らゆる持続的技術に共通するのは、主要市場
のメインの顧客が今まで評価してきた性能指
標に従って、既存製品の性能を向上させる点
であり、個々の業界における技術的進歩は、
持続的な性質のものがほとんどである。一方、
23） 今井(2007)，連載第4回「創造的破壊の多面性」。
一方で，技術革新のプロセスにおいて新しい秩
序が生まれるという視点に立てば，破壊あって
の創造という表現でなく，創造あっての破壊，
言うならば破壊的創造という表現でなければ
ならない，と伊丹(2009)は主張している(pp167-
169.)。しかしながら，シュンペーター自身も破
壊を目的とした新結合を主張したのではなく，
静的均衡状態から新たな均衡を生み出すプロセ
スを踏むことの意義を提示したのであって，伊
丹の主張は破壊という用語への違和感を示して
いるに過ぎないと考えられる。
24） Christensen(2000)，p.xv(訳書，p.6).
25） Ibid.,pp.xvii-xx.(訳書，pp.8-11.)
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従来とは全く異なる価値基準を市場にもたら
し、短期的には製品性能を低下させるのが「破
壊的技術」である。このため、持続的技術と
破壊的技術との間には戦略的に重要な違いが
あり、それは既存研究で使われる漸進的変化
と抜本的変化との区別とは全く異なるもので
ある、とクリステンセンは述べている。ただ
し、クリステンセン／レイナー（Christensen 
& Raynor、2003）では、この「破壊は相対的
概念である」と説明している26）。ある製品な
いし事業に関するアイデアが、一部の既存
企業にとっては破壊的イノベーションである
ように思えるが、一部にとっては持続的イノ
ベーションである場合、それは破壊的イノ
ベーションとは言えない。標的市場領域すべ
ての既存企業にとって破壊的イノベーション
となる機会を明確にすることが必要である、
と主張する。
　破壊的イノベーションの基盤として据えら
れているのが、優れた経営が失敗に繋がる3
つの理由（彼はこれを「失敗の理論」と呼ん
でいる）である。第一が、上述の持続的技術
と破壊的技術との間の戦略的違いであり、第
二が、技術進歩のペースが市場ニーズより速
く進む場合が多いということ。そして第三が、
成功企業の顧客構造と財務構造は、あるタイ
プの新規参入企業と比較して、当該企業の投
資魅力に重大な影響を与えるということ、の
3つである。
　図１は上記の第二の失敗の理論を示したも
のである。技術が市場需要より速く進歩する
という意味は、企業が競合企業より優れた製
品を準備し、より高価格でより高い利益を得
ようとする努力においては、供給業者は時と
して自らの市場を「飛び越す(overshoot)」と
いうことである。つまり、顧客が必要とする、
あるいは究極的に支払い意欲以上のものを顧
客に提供することになる。そしてより重要な
のは、市場需要におけるユーザーに関して、
今日は十分な成果を生まない破壊的技術が、
明日には同じ市場で十分な競争上の成果を生
むかもしれないということを意味しているこ
とである。
　第三の失敗の理論である安定企業が破壊的
技術への投資を非合理的であるとする根拠と
して以下の3つを挙げている。
①通常、破壊的製品のほうが単純で低価格、
利益率も低い。
②破壊的技術は典型的に新市場ないし取る
に足らない市場で先ず商品化される。26） Christensen & Raynor(2003)，訳書，pp.51-53.
市場のハイエンドで求められる 
持続的技術による進歩
パフォーマンス 
持続的技術による進歩 
破壊的イノベーション
市場のローエンドで求められる 
パフォーマンス 
時 間 
図1．持続的技術変化と破壊的技術変化の影響
（出所）Christensen (2000) p.xixより引用。 
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③一般的に、リーダー企業の最も収益性を
有する顧客は、破壊的技術を基盤とした
製品を欲せずまた最初の使用者になるこ
とはない。
　概して、破壊的技術は、市場における最も
収益性のない顧客に最初に受け入れられる。
そのため、企業にとってベストの顧客の声を
聴き、より大きな収益性と成長性をもたらす
新製品を追求することを原則として実践して
いるほとんどの企業は、破壊的技術に投資す
るころにはすでに手遅れである場合がほとん
どである。
　このようにクリステンセンは、3つの失敗の
理論を提示することで、顧客ニーズに適応し
た持続的技術による商品提供を通じて高度な
収益性を確保しうる優良企業が、その経営行
動に従えば従うほど失敗の危険性を増し、破
壊的技術による明日の競争優位を導く商品提
供を行う企業との競争に敗れるという「イノ
ベーション・ジレンマ」を示している。そし
て、それは優れた経営者による健全な決定が
企業を失敗へと導くというイノベーター・ジ
レンマでもある。破壊的技術に直面した経営
者は、以下に示す破壊的技術の5つの原則を
理解したうえで、破壊的イノベーションの法
則を利用・活用する(harness)ことによって27）、
個々の状況に応じた最適解を導くことができ
る、というのがクリステンセンの主張の中核
をなしている。
3-2．破壊的イノベーションの利活用
　彼が破壊的技術の原則として示しているの
は、
原則１：企業は顧客と投資家に資源を依存
している
　企業が破壊的技術で成功するには、経
営者が資源依存の力を無視したり、戦っ
たりせずに、その力と組織を調和させる
必要がある。
　破壊的技術の特徴である低利益率で収
益性を達成するためのコスト構造をもっ
た独立組織を設立することが唯一の有効
手段。
原則２：小規模な市場では大企業の成長
ニーズを解決できない
　目標とする市場の大きさに見合った規
模の組織に、破壊的技術を商品化する任
務を与える。小規模な組織の方が小規模
な市場での好機に容易に対応できる。
原則３：存在しない市場は分析できない
　強力な先行有利があるのは、市場につ
いてあまり知らない破壊的イノベーショ
ンであり、これがイノベーターのジレン
マである。
原則４：組織の能力はその無能力の決定的
要因となる
　組織の能力は、そこで働く人材の能力
とは無関係であり、組織の能力は2つの
要素で決まる。
①プロセス；組織構成員が習得した労
働力、エネルギー、原材料、情報、
資金、技術といった「インプット」
を価値の向上という「アウトプット」
に変える方法。
②組織の価値基準；組織の経営者や従
業員が優先事項を決定するときに拠
り所とする基準
原則５：技術の供給は市場の需要と等しい
とは限らない
　競合する複数の製品の性能が市場の需
要を超えると、顧客は性能の差によって
製品を選択しなくなる。製品選択の基準
は、性能から信頼性へ、さらに利便性か
ら価格へと進化することが多い。
　製品の性能が市場の需要を追い抜く現
象が、製品ライフサイクルの段階を移行
させる最大のメカニズム。
の5つである28）。クリステンセンは、これら
の5つの原則について事例を用いて検証した
後、電気自動車を事例として破壊的イノベー27） 訳書では「調和」という用語が用いられている
が，文脈上，破壊的技術を巧みにコントロール
しながら利用・活用するという本源的な意味の
方が適切であると考えられるので，本稿では「利
活用」という用語を用いる。
28） Ibid.,pp.xxiii-xxviii and pp.111-115  (訳書，pp.14-
20.及びpp.143-146.).
─ 8 ─
環境と経営　第20巻　第２号（2014年）
ションの法則の利用・活用の適用マネジメン
ト策を示している。つまり、破壊的イノベー
ションを企業のコア・コンピテンスへと取り
込む経営資源の活かし方、市場の捉え方、組
織のあり方、製品アーキテクチャーの考え方
そしてマーケティングといったマネジメント
実践論を展開させている。
　クリステンセン（2000）のpart twoで展開
されている破壊的イノベーションの5原則の
利用・活用に関する議論は、イノベーション
に関する多くの先行研究と同様にイノベー
ションをいかにマネジメントし、相対的な
競争優位性へと結びつけていくかというもの
である。この点については多くの先行研究が
様々な論を展開させているし、ある意味「も
のづくり」という視点からのイノベーション
議論の中核をなしていると言っても良いであ
ろう29）。しかし、本稿での議論で重要な点は、
クリステンセンが提示した破壊的イノベー
ションの5原則が、技術の活かし方という視
点であるにしても、経営資源の利活用、機動
的組織の構築、市場の創造、組織能力の利活
用、技術力を活かした製品開発といった、ま
さに、シュンペーターが提示した内生的に新
たな効率的な結合を生み出す非連続的な「新
結合」を導くことの重要性を示唆しているこ
とであり、その主導者たるイノベーターとし
ての企業者的トップマネジメントのリーダー
シップ必須性の再確認である30）。ただし、こ
こで留意すべきは、このようなイノベーター
たる企業者的トップマネジメントの役割であ
る。クリステンセン／レイナーでは、この役
割を３点指摘している。第１に、破壊的成長
事業と主流事業のインターフェースを直接監
督し、企業の資源とプロセスのうち、どれを
新事業に適用すべきか、すべきでないかを
判断、決定すること（短期的課題）。第２は、
彼らが「破壊的成長エンジン」と呼ぶ、利益
ある成長事業を繰り返し巧みに立ち上げるた
めの反復可能なプロセスを作り出すこと（長
期的な責任）。そして第３は、状況の変化を
察知し、変化の徴候を見分ける方法を教える
こと（永久に続く責務）。これらの３つの役
割を果たすトップマネジメントこそが、破壊
的イノベーションを通じて成長事業を生み出
す能力の源泉である経営資源の中核である、
というのがクリステンセン／レイナーの主張
である31）。とりわけ第２の「破壊的成長エン
ジン」と名付けられた利益ある破壊的成長事
業を生み出す能力を組織内の効率的な結合の
プロセスとして経営資源化することの重要性
を力説する。ただし、このようなエンジンを
作り上げた企業は存在しないが、図2に示す
４つの重要なステップを踏めば可能であると
述べている。
　このようにクリステンセン及びクリステン
セン／レイナーでは、破壊的イノベーショ
ンにより企業の画期的な成長事業を生み出
し、そこから利益ある成長事業を繰り返し
立ち上げる持続的イノベーションへと繋げる
プロセスを構築するというトップマネジメン
トの使命を提示している。しかしながら、破
壊的イノベーションを持続的イノベーション
へとプロセスとして構築した企業はないとし
て、その試行をトップマネジメントへ働き掛
けているに止まっている。イノベーティヴな
破壊的企業の創業者たちは、正しい初期条件
でスタートし、正しい事業構造をつくり出し
たことによって、さまざまな潮流や力を取り
込めるようになり、その力を借りて利益ある
成長に向けて邁進することができた、と主張
し、それは企業のシステムとして構築するこ
とが可能であり、そうしなければ企業は衰退
の道をたどることになる。従って、適切な経
営資源の蓄積と配分、マネジメント・プロセ
ス、価値基準を有するビジネスモデルの構築
をトップマネジメントがしっかりとした状況
29） 例えばChristensen & Raynor(2003)はこの点を深
めたものであり，Tidd,Bessant & Pvitt(2001)，一
橋大学イノベーション研究センター (2001)，
Burgelman,Christensen & Wheelwright (2004)， 榊
原(2005) ，榊原／香山(2006)なども同様の議論
である。
30） Christensen & Raynor(2003)，前掲訳書第10章及
びHaour(2004)，訳書第2章並びに第6章を参照さ
れたい。ただし，両者ともイノベーションをマ
ネジメントするという視点からのリーダーシッ
プの必須性を強調している点は留意されたい。
31） Christensen & Raynor(2003)，前掲訳書，pp.319-
321.
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の変化の判断と適切な意思決定のもとで行う
ことこそがイノベーションの「ジレンマ」へ
の「解」となる、という示唆であり、その根
底にあるのは、繰り返しになるが、シュンペー
ターの企業家による内生的に新たな効率的な
結合を生み出す非連続的な「新結合」を導く
ことの重要性である。この意味で、楠木(2013)
の「破壊的イノベーションは、概念それ自体
としてはイノベーションの古典的な議論に立
ち戻るものである」32）という指摘は正鵠を得
たものである。
　イノベーションの非連続性という観点から
すれば、クリステンセンのいう破壊的イノ
ベーションが持続的イノベーションへとプロ
セス化され、そこから新たな破壊的イノベー
ションが生み出される連鎖というのは理想的
な理論であろう。しかし、それは企業の立場
であって、市場を構成する消費者をそこに介
在させることでイノベーションそのものの捉
え方を市場との関係に焦点を当てて概念化を
図る研究である。以下ではこの点を概説して
みよう。
4．イノベーション主体の多様性
4-1．与件としてのイノベーション
　イノベーションの「新規性」に着目して議
論を展開させたのがロジャーズ(Rogers,E.M., 
1962,2003)の普及理論であることは周知であ
る。ロジャーズは、イノベーションと技術を
同義語として使うことを明言したうえで、
　イノベーションとは、個人あるいは他の
採用単位によって新しいと知覚されたアイ
デア、習慣、あるいは対象物である。…（中
略）…あるアイデアが個人にとって新しい
ものと映れば、それはイノベーションであ
る。
と定義し、イノベーションが「新規」である
かどうかは、知識、説得、あるいは採用決定
という観点から判断されるとしている33）。た
だし、イノベーションと同義語として用いら32） 楠木 建(2013)，p.52.
必要になる前に
始める
破  
壊
的
成
長  
エ
ン
上級役員による監督
専門家チーム
「始動者と形成者」
   ジ 
   ン
        部隊の訓練
・ 投資するのに最適な時期は，企業がまだ成長している間である 
・ 急成長へのプレッシャーは，新事業に多くの誤った決定を下させる 
・ 上級役員が資源配分プロセスを監督する 
・ 企業のプロセスのうち，どれが適当か適当でないかを判断する 
・ 破壊的事業と持続的事業との間の意思疎通を図る 
・ アイデアを破壊のリトマス試験に適合するように形成する責任を負う 
・ 理論を用いて状況に即した行動が取られていることを確認する 
・ 市場のニーズに最も近いところにいるエンジニアと営業部隊が，何を 
　 探すべきかを理解していなければならない 
・ 適切に訓練された部隊は，適切なアイデアを適切なプロセスへ送り 
　 込める 
図2．破壊的成長エンジン
（出所）Christensen & Raynor (2003)，訳書，p.335.より引用。 
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れる技術には、①物質あるいは物体であって、
技術を具現化する道具よりなるハードウェア
としての側面、②道具を利用するための情報
基盤からなるソフトウェアとしての側面とい
う２つの側面があると指摘し、この２つは混
在物であると述べている。その結果、人が新
しいアイデアについて問題とするのは、「その
イノベーションは何か？」「そのイノベーショ
ンはどのように作用するのか？」「そのイノ
ベーションはなぜ作用するのか？」「そのイノ
ベーションの結果はどうか？」「私にとって、
そのイノベーションがもたらす優位性と劣位
性は何か？」といった情報探索活動と情報処
理活動によって「新規性」を判断することに
なる34）。
　このようにロジャーズにとってのイノベー
ションは、企業が市場に投入する製品の新規
性を受け手であるユーザーが情報をもとに主
観的に判断する結果であり、市場投入された
技術（製品）を新規性＝イノベーションと判
断するか否かでしかない。そのため、企業に
とって重要となるのが、新規と判断させるた
めの情報であり、互いに情報を創造し分かち
合う過程であるコミュニケーションの重要性
が強調される。このコミュニケーションが行
われる過程には、
①イノベーション
②イノベーションについての知識や経験を
持った個人（あるいは社会システムの構
成単位）
③イノベーションについての知識や経験を
持っていない個人（あるいは社会システ
ムの構成単位）
④これらの個人（ないし構成単位）を結び
つけるコミュニケーション・チャネル
が含まれるという（図3参照）。ロジャーズが
半世紀も前に示したこのコミュニケーショ
ン・チャネルによる情報探索活動と情報処理
活動を通じた「新規性」の創出は、現在のイ
33） Rogers(2003)，訳書，第1章。
34） ザルトマン／ダンカン／ホルベック(Zaltman, 
G.,R.Duncan and J.Holbek, 1973)もまた、イノベー
ション概念の先行研究を整理したうえで，ロ
ジャーズと同様な定義付けを行っている。
（出所）Rogers(2003)、訳書、p.85より引用。
図3．ロジャーズのイノベーション決定過程における５段階モデル
事前の状況
1... それまでの習慣　2... 切実なニーズや問題　3... 革新性　4... 社会システムの規範
意思決定単位の
特性
1... 社会経済的特性
2... 人格的変数
3... コミュニケーション行動
イノベーションの
知覚特性
1... 相対的優位性
2... 両立可能性
3... 複雑性
4... 試行可能性
5... 観察可能性
1... 採用 採用の継続
後の採用
中断
拒絶の継続2... 拒絶
Ⅰ... 知識 Ⅱ... 説得 Ⅲ... 決定 Ⅳ... 導入 Ⅴ... 確認
コミュニケーション ・ チャネル
イノベーション決定過程とは、 個人（あるいはその他の意思決定単位）が初めてイノベーションに関する知識を獲得して
から、 イノベーションに対する態度を形成して、 採用するか拒絶するかの意思決定を行い、 新しいアイデアを導入･使用
し、そしてその意思決定を確認するに至る過程のことである。
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ンターネット社会で正に的を射た指摘となっ
ている。
　さらに、イノベーションの機能的源泉と
いう変数を用いてイノベーションの多様性
を主張しているのがフォン・ヒッペル（von 
Hippel, Eric A., 1988）である。イノベーショ
ンとの機能的関係、つまりイノベーション（製
品、サービス、工程の革新）からどのような
形で便益を得るかによって企業や個人を分類
する概念である機能的源泉によって、
①イノベーションを使用することによって
便益を得るユーザー
②革新的なモノをつくることから便益を得
るメーカー
③革新的なモノをつくるのに必要な部品や
材料を供給することで便益を得るサプラ
イヤー
という主要なイノベーションとイノベーター
との間の機能的関係を示している。この機能
的関係のなかで、とりわけフォン・ヒッペル
が強く提示するのが、新奇な製品やプロセス
のニーズについて現実世界での経験を持って
いるユーザーであるリード・ユーザーの存在
である。彼は、リード・ユーザーを次の２つ
の特徴を同時に兼ね備えている人々と定義す
る。
①リード・ユーザーとは、市場で今後一般
的になるであろうニーズに現在直面して
いるユーザーである。すなわち、市場の
大部分がそのニーズに出くわす数ヶ月か
ら数年早く、彼らはそれらのニーズに直
面している。
②リード・ユーザーとは、それらのニーズ
を解決することによって、多大な利益を
得ることができる状況にいるユーザーで
ある。
　フォン・ヒッペルは、少数の先進的ユーザー
が製品やサービスの革新性、工程の革新性と
いう彼の言うイノベーションを革新的である
と判断する方向に誘導できる可能性、つまり
イノベーションたり得るものへ導く可能性を
提示している。これは、先のロジャーズが示
した採用者カテゴリー（イノベーター、初期
採用者、初期多数派、後期多数派、ラガード
（採用の最も遅い人々））のイノベーターに近
い概念である。
　ロジャーズしてもフォン・ヒッペルにして
も、イノベーションの捉え方は、導入される
製品なりサービスないし生産工程等が、その
受け手である市場の構成要素によって「新規」
ないし「新奇」と判断されるか否かでイノベー
ションと認識されるというもので、非連続性
とか新結合というシュンペーターやクリステ
ンセンの概念とは異なる。こうした考えは、
イノベーションの主体が企業から顧客・消費
者へとシフトしたという研究へと繋がってい
る。
4-2．主体逆転のイノベーション
　小川(2000、2006、2013)は、イノベーショ
ンの源泉（イノベーションの発生場所）につ
いて、フォン・ヒッペルの研究(1988、2001、
2005)である「情報の粘着性仮説」という考
えを援用してユーザー起点のイノベーション
を主張している。イノベーション関わる多く
の情報の生成に局所性がある限り、それらの
情報はどの場所にも均等に生成・分布してい
るわけでなく、また情報の移転（情報の発見・
収集・理解・操作）にはコストがかかるので、
それらの情報の分布はイノベーション場所の
分布に影響を与えることになる。つまり、移
転困難な情報の所在地で活動するプレーヤー
がその情報に関わるイノベーションを行うこ
とになる、という仮説である。小川(2000)は、
イノベーションを「顧客がもつ問題解決のた
めの新しい情報の利用」であると定義したう
えで、製品開発という目標を達成するには、
ユーザーの活動場所で生成・保有されるニー
ズ情報とメーカーの活動場所で生成・保有さ
れる技術情報という情報とを結合させて最終
製品へと結実することが必要である。しかし、
ニーズ情報であっても技術情報であってもそ
れがもともと生成・存在しない場所にいる者
にとってはその情報を入手し活用することは
困難である。そこで情報の移転問題こそがイ
ノベーターの分布を説明することになり、イ
ノベーションの源泉（発生場所）を示すこと
になる、という考えを提示している。
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　プラハラード／ラマスワミ(Prahalad,C.
K.&V.Ramaswamy、2004)やプラハラード／ク
リシュナン(Prahalad & S.Krishnan、2008)の示
したイノベーション概念もまたイノベーショ
ンの主体を顧客に据えて展開されている。顧
客をイノベーションの主体的なプレーヤーに
位置づけ、顧客との価値共創こそ企業競争優
位の源泉であると位置づけている。企業同士
の連携も含めて、イノベーションを企業と顧
客が一体となって実現すること（コ・イノベー
ション）が企業の競争優位獲得にとって不可
欠であると主張している35）。必須要件である
顧客ニーズの把握という従来の顧客の副次的
役割から企業と顧客とが一体となったイノ
ベーションを創出するという考えである。「企
業が主体となって価値を創造する」から「顧
客を主体にして価値を共創する」への転換を
求めているのである。
　このように、企業主体のイノベーションと
いう考え方から消費者・顧客との協働的イノ
ベーション、更には顧客主体のイノベーショ
ンというようにイノベーションの主体は多様
化し、ユーザーイノベーション研究として大
きな流れを形成している36）。こうした動向の
背景には、ICT(Information and Communication 
Technology)の飛躍的発展があることは周知で
ある。しかし、こうしたユーザーイノベー
ションが、マーケティング研究における「対
話型マーケティング」、「ダイアログ・マーケ
ティング」、「関係性マーケティング」という
市場を構成するあらゆる要素の情報を、まさ
にICTを駆使して、企業が収集するばかりで
なく発信を行うという双方向型のマーケティ
ング行動によって市場創造を行っている点と
どう異なるのか、曖昧さは払拭できない。こ
の点については改めての論に譲ることとした
い。
5．むすび
　以上、イノベーション概念について、原点
であるシュンペーター、破壊的イノベーショ
ンという概念を用いて原点に立ち戻りつつ経
営戦略のコンテクストからイノベーションの
本質論を展開させたクリステンセン、そして
イノベーション主体の多様性を示すロジャー
ズやフォン・ヒッペルの研究を概略的に考察
してきた。そこでの議論は、シュンペーター
が提示した内生的に新たな効率的な結合を生
み出す非連続的な「新結合」を導くこととい
うイノベーションの本質とその主体である企
業家＝経営者の重要な役割、そして、クリス
テンセンによるシュンペーター概念を基盤と
した現代の経営における経営資源の利活用、
機動的組織の構築、市場の創造、組織能力の
利活用、技術力を活かした製品開発といった
イノベーションを創出する方策を積極的に行
う責務をもつトップマネジメントの重要性、
というそもそも論であった。さらに、イノベー
ションをイノベーションたらしめるのは受け
手である市場＝顧客・消費者であるという視
点で展開される普及理論やユーザーイノベー
ション概念というイノベーション主体に多様
性があるという事実に注目した研究の概要を
考察してきた。
　時代が閉塞感を覚えると登場する「イノ
ベーション」という言葉。企業にとっては新
たな収益を生み出す分野開拓の必要性が喫緊
の課題となり、社会の成熟化とともに「新し
い」モノの創出や受容が難しくなっている現
状を打破する合い言葉のようにイノベーショ
ンが語られる。楠木(2013)は、世間一般で語
られている「イノベーション」のうち9割以
上は技術進歩として理解されるべきであると
指摘し、顧客の価値に劇的な変化を起こし、
社会生活に大きな変化をもたらすインパクト
があってこそのイノベーションであって、そ
れは技術進歩とは異なり、必ずしも高度な技
術開発がなくとも非連続性や価値次元の転換
は起こりうると主張している。この点から、
ユーザーイノベーションという価値次元の転
換をインターネット社会でのユーザーが起こ
すことは可能である。しかし、逆にこのこと
35） Von Hippel(1988)でも，技術ノウハウの非公式取
引という視点で競合企業間の協調というイノ
ベーションの源泉での役割を主張している。訳
書，第6章を参照されたい。
36） 一小路(2013)を参照されたい。
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が安易なイノベーション議論を引き起こして
いることも事実である。インターネットが顧
客の社会的価値形成に極めて重要な役割を果
たすことはすでにマーケティング領域で多く
の優れた研究が蓄積されている。それが、企
業と顧客との双方向的情報処理を通じた「ト
レンド形成」なのか「イノベーション発生の
源泉」なのか議論が分かれる。しかしながら、
本稿で検討した「非連続的な新結合」を創出
することを基本とした企業経営は、そのこと
で必須とされる経営資源の利活用、機動的組
織の構築、市場の創造、組織能力の利活用、
技術力を活かした製品開発によって、動態的
な経営環境に適応し、持続的な競争優位を創
出しうるのではないだろうか。
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